
傷病手当金を受給されている皆様・病気やけがで療養中の皆様へ

障害年金のご案内

お問い合わせは、お近くの年金事務所や年金相談センターへ

【年金事務所や年金相談センターの所在地】
https://www.nenkin.go.jp/section/soudan/index.html

①・②のどちらかに該当する場合は、障害年金を請求できます。請求が遅くなると
受け取れる年金総額が減少する場合があるので、お早めに請求してください。

①初診日から１年６か月後※１（障害認定日）に障害年金の等級に該当した場合
● 請求に際しては、以下の書類等の提出が必要です

障害認定日後３か月以内に作成された診断書※２

診断書を作成した医療機関が初診の医療機関でない場合は、初診日証明書類

● 障害年金の等級に該当した場合、障害認定日の翌月分から年金を受給できます※３

※１ 初診日から１年６か月以内に傷病が治った場合（症状が固定した場合）は、その治った日（症状固定
日）が障害認定日となります。（例：人工透析開始から３ヶ月を経過した日、心臓ペースメーカー装着日など）

※２ 20歳前に初診日及び障害認定日がある場合は、20歳の誕生日前後３か月以内に作成された診断書と
することができます。

※３ さかのぼって請求する場合は、請求時から５年より前の年金は受給できません。

②障害認定日（原則として初診日から１年６か月後）時点では障害年金の等級に該当し
ないが、その後症状が悪化し、障害年金の等級に該当した場合

● 請求に際しては、以下の書類等の提出が必要です
請求日前３か月以内に作成された診断書
診断書を作成した医療機関が初診の医療機関でない場合は、初診日証明書類※４

● 障害年金の等級に該当した場合、請求日の翌月分から年金を受給できます※５

※４ 過去に障害年金を請求したものの不支給と決定された方が、症状が悪化した等の理由により、同一傷
病かつ同一初診日で障害年金を再請求する場合は、一定の条件が満たされれば、前回提出した初診日
証明書類を活用できます。【令和２年10月１日より】

※５ 65歳以降は請求できません。また、さかのぼっての請求は行えませんので、お早めに請求願います。

※ 傷病手当金は、労務できなくなった日の３日後から最長で１年６か月間受給できます。
このため、障害年金の等級に該当する方の場合、例えば、傷病手当金の受給後、障害年
金を受給することなどが考えられます。



障害厚生年金（１級）

※ ２級の1.25倍

配偶者の加給年金
239,300円

障害基礎年金（１級）
1,039,625円

昭和31年4月1日以前に生まれた方
1,036,625円

※ ２級の1.25倍

障害厚生年金（２級）

障害基礎年金（２級）
831,700円

昭和31年4月1日以前に生まれた方
829,300円

子の加算（第１・２子）
各 239,300円
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（金額は令和7年４月現在の年額）

１ 級

※１ 障害厚生年金の額は、報酬比例の年金額。なお、加入期間
の合計が300月（25年）未満の場合は300月として計算。

※２ 障害厚生年金３級には、623,800円の最低保障額がある。

（昭和31年4月1日以前に生まれた方は622,000円）

※３ 障害手当金は、報酬比例の年金額の２倍の額が一時金とし
て支払われる。なお、1,247,600円の最低保障額がある。

（昭和31年4月1日以前に生まれた方は1,244,000円）

※４ 加給年金の対象となる配偶者は、生計維持関係にある65歳
未満の者。

※５ 加算の対象となる子は、18歳になった後の最初の３月31日
までの子又は20歳未満で障害等級１・２級の障害の状態にあ
る子。なお、第３子以降の加算は各79,800円。

初診日において、国民年金または厚生年金保険の被保険者であるか、または、国民年金
の被保険者であった人で、60歳以上65歳未満の国内居住者であること

【20歳前傷病による障害基礎年金】
初診日において、20歳未満であった人が、20歳に達した日において１級または２級

の障害の状態にあるときは、障害基礎年金が支給される。

①初診日に
被保険者で
あること

障害認定日（※）に障害の状態が１級または２級（障害厚生年金については１級～３
級）に該当すること、または障害認定日後に、障害の程度が増進し、65歳になるまでに
障害の状態が１級または２級（障害厚生年金については１級～３級）に該当すること

※障害認定日：障害の原因となった傷病の初診日から起算して１年６ヵ月を経過した日、または
１年６ヵ月以内にその傷病が治った場合（症状が固定した場合）はその日

③一定の障害
状態にある
こと

障害年金制度について
公的年金制度には、主に自営業者などが加入する国民年金や会社員などが加入する厚生年金があります。

こうした制度に加入中の病気やけがで障害が残った場合は、国民年金から「障害基礎年金」、厚生年金か
ら「障害厚生年金」が支給されます。

２ 級

配偶者の加給年金
239,300円

３ 級

障害年金を受けるためには、次の３つの要件を満たすことが必要です。

子の加算（第１・２子）
各 239,300円

【障害年金に該当する状態】 ※障害者手帳の等級とは異なります。

●障害年金１級：他人の介助を受けなければ日常生活のことがほとんどできないほどの障害の状態。身のまわ
りのことはかろうじてできるものの、それ以上の活動はできない方（または行うことを制限されている
方）、入院や在宅介護を必要とし、活動の範囲がベッドの周辺に限られるような方が、１級に相当。

●障害年金２級：必ずしも他人の助けを借りる必要はなくても、日常生活は極めて困難で、労働によって収入
を得ることができないほどの障害。例えば、家庭内で軽食をつくるなどの軽い活動はできても、それ以上
重い活動はできない方（または行うことを制限されている方）、入院や在宅で、活動の範囲が病院内・家
屋内に限られるような方が２級に相当。

●障害年金３級：労働が著しい制限を受ける、または、労働に著しい制限を加えることを必要とするような状
態。日常生活にはほとんど支障はないが、労働については制限がある方が３級に相当。

初診日の前日において、初診日の属する月の前々月までの被保険者期間のうち、保険料
納付済期間と保険料免除期間を合算した期間が３分の２以上あること

【上記要件を満たせない場合の特例】
初診日が令和８年４月１日前のときは、初診日の属する月の前々月までの直近の１年間

に保険料の未納期間がないこと

②保険料の
納付要件を
満たしてい
ること


